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発行 ２０．３．３１ 
 
      ＪＲ東労組 業務部 

・標準数のプラス４は、昨年までなかった企画業務の増加分となる。 
・来年度の部外委託については、新たに実施するものはない。今後よりよい生産体制
を考え見直していく。JRの担うべき業務の考え方はこれまでと変わらない。 

・採用状況が厳しい現状においても、しっかり採用を実施していく。同時に、エルダ
ー社員の活用も含めた教育体制を構築していく。 

 

・本人希望を尊重して実施している。調整については仙台支社と連携していく。 
・管理者から本人へのフォローを実施していく。 

・業務を理解するため、ＪＲとグループ会社相互間での理解を深める必要がある。 
・会社として車両をシステムとしてトータルで見ていける人材が求められている。一
方で、専門分野のプロを育成していくことも否定しない。 

・本人希望や、適性を見極め、若手を育成していく。 

・委託した業務については、品質管理を含めて、グループ会社内で完結できることが
基本になる。必要な周知を行う。 

・運行の可否に関する判断などは JRが行う。今後も必要な技術である。 
・エルダー出向者が、グループ会社に技術を伝えて、プロパーを育成していく考えは
変わらない。 

・新幹線統括本部発足の成果と課題について、幹総のなかで企画業務を担うことによ
り、社員の育成や迅速な意思決定ができるようになった。 

・支社との関わり、詳細な整理について課題が残っていることは認識一致。 
・次年度以降もブラッシュアップを実施していくことを確認。 


